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令和８年度 みらい企画創造部 施策体系 

 

 

 (1) 「第４次山形県総合発展計画」の推進 

  ○ 「第４次山形県総合発展計画」の効果的な推進 

  ○ 全国知事会等と連携した施策提案の実施 

  ○ 新スポーツ施設及び新博物館の整備に向けた検討 

 

 

 (1) 市町村の実情に即した施策の展開支援 

  ○ 市町村総合交付金の交付や資金貸付による市町村の創意工夫ある

施策展開への支援 

 

 

 (1) 移住・定住施策の推進と関係人口の創出・拡大 

  ○ 若者や子育て世帯を主なターゲットとした、移住・定住者の増大

に向けた取組みの推進 

  ○ 地域の活性化につながる関係人口の創出・拡大 

 (2) 安心して住み続けられる活力ある雪国づくりの推進 

  ○ 雪対策基本計画に基づく、冬期間の安全で安心な県民生活の確保

や雪の利活用による地域活性化等総合的な雪対策の推進 

 

 

 (1) 国際交流の推進と地域を支える人材の育成・確保 

  ○ 姉妹友好県州等との交流の推進 

  ○ 留学生等の受入拡大・県内就職に向けた支援 

 (2) 外国人材の受入拡大・定着促進による地域活性化 

  〇 外国人材の活用を希望する事業者に対する支援の充実・強化 

 

 

１ 県勢発展のための方策の推進 

２ 円滑な市町村行財政運営に向けた支援 

３ 地域活力の向上に向けた移住・定住施策等の推進 

４ 多文化共生社会の実現に向けた施策の推進 



2 

 (3) 多文化共生社会の実現に向けた環境整備及び機運の醸成 

  〇 地域において外国人住民が安心して暮らせる環境整備や地域住民

との交流事業に対する支援 

  ○ 多文化共生に対する理解を深める交流イベントの開催 

 

 

 (1) 米沢トンネル（仮称）の早期実現及び鉄道沿線活性化 

  ○ 米沢トンネル（仮称）の整備費用の負担に備えた基金への積立て 

  ○ 米沢トンネル（仮称）の早期実現や、県内の鉄道の維持・発展に

向けた沿線活性化の取組みの推進 

 (2) 航空ネットワークの維持・拡充 

  ○ 県内空港の利用拡大を通じた航空ネットワークの維持・拡充や庄

内空港ビルの機能強化に向けた取組みの推進 

 (3) 地域公共交通ネットワークの充実 

  ○ 山形県地域公共交通計画に基づく、利便性が高く持続可能な地域

公共交通ネットワークの構築に向けた取組みの推進 

 

 

 (1) ビジョンに基づくＤＸ関連施策の推進 

  ○ 市町村のＤＸ推進に対する伴走支援 

  ○ 産学官金で組織されたコンソーシアムとの連携による、県内各分

野におけるデジタル化の普及啓発や人材育成の実施 

 (2) 県行政のデジタル基盤の活用促進 

  ○ 県基幹高速通信ネットワーク等の運営管理 

  ○ 行政事務を効率化するデジタルツールの活用 

 

 

 (1) 統計利用の拡大に向けた取組みの促進 

  ○ 経済動向を的確に反映した統計情報の作成 

  ○ 施策形成に資する各種経済統計の作成や統計分析の実施 

  ○ 統計の普及啓発と利活用の促進 

５ 交通ネットワークの整備促進 

６ 「やまがた県民幸せＤＸビジョン」の推進 

７ 統計調査の分析や利活用の促進 



部局名：みらい企画創造部

Ⅰ　主な要求事業

１　県勢発展のための方策の推進

 (1) 「第４次山形県総合発展計画」の推進 （単位：百万円）

番号 担当課 事　業　名 新規

1
企画調
整課

総合政策審議会費 1

2
企画調
整課

総合計画推進事業費 12

3
企画調
整課

全国知事会議等事務運
営費

10

4
企画調
整課

政府の施策等に対する
提案調整費

1

5

いきい
き山形
未来企
画室

やまがた未来共創事業
費

1

２　円滑な市町村行財政運営に向けた支援

 (1) 市町村の実情に即した施策の展開支援 （単位：百万円）

番号 担当課 事　業　名 新規

6
市町村
課

市町村総合交付金交付
事業費

327

7
市町村
課

市町村振興資金貸付事
業費【市町村振興資金
特別会計】

700

令和８年度
当初要求額

事　業　概　要

・市町村の創意工夫による施策の展開に
　向けた市町村総合交付金の交付

・市町村への資金の貸付による公共施設
　等の整備の促進

令和８年度当初予算　主な要求事業等一覧

令和８年度
当初要求額

事　業　概　要

・「第４次山形県総合発展計画」の進行
　管理等を行う総合政策審議会の運営

・「第４次山形県総合発展計画」の着実
　な推進を図るための有識者からの意見
　聴取や県政アンケート等の実施

・全国知事会や北海道東北地方知事会へ
　の参画による他都道府県と連携した政
　策提案の実施

・県内市町村、経済団体等との連携によ
　る各府省に対する提案活動の実施

・山形県の未来を共に考え共に創るため
　の、各界代表者が一堂に会する会議や
　県民各層との対話の実施
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３　地域活力の向上に向けた移住・定住施策等の推進

 (1) 移住・定住施策の推進と関係人口の創出・拡大 （単位：百万円）

番号 担当課 事　業　名 新規

8

移住定
住・地
域活力
拡大課

移住定住・人材確保戦
略的展開事業費

266

9

移住定
住・地
域活力
拡大課

地域・企業共創による
関係人口拡大モデル事
業費

17

10

移住定
住・地
域活力
拡大課

関係人口誘導促進事業
費

25 〇

 (2) 安心して住み続けられる活力ある雪国づくりの推進 （単位：百万円）

番号 担当課 事　業　名 新規

11

移住定
住・地
域活力
拡大課

いきいき雪国やまがた
づくり推進事業費

94

・市町村の克雪・利雪の雪対策を総合的
　に支援する「いきいき雪国やまがた推
　進交付金」の交付
・雪情報システムの運用

令和８年度
当初要求額

事　業　概　要

令和８年度
当初要求額

事　業　概　要

・山形暮らしの魅力や仕事に関する情報
　の効果的な発信・相談対応
・移住世帯に対する「食」の支援
・移住した若者・子育て世帯への支援金
　の給付
・東京圏から移住して県内中小企業等へ
　就職した者に対する支援金の給付
・地域おこし協力隊の活動充実に向けた
　支援体制の強化

・地域づくりを共に行う地方創生に関心
　のある企業を呼び込み、地域の活性化
　につながる関係人口の拡大・深化を目
　指すモデル事業の実施

・関係人口の創出拡大に向けた推進体制
　の構築
・デジタルを活用した情報発信による新
　たな関係人口の創出や、県内で展開さ
　れる関係人口活用事業への県外在住者
　誘導促進

4



４　多文化共生社会の実現に向けた施策の推進

 (1) 国際交流の推進と地域を支える人材の育成・確保 （単位：百万円）

番号 担当課 事　業　名 新規

12

多文化
共生・
国際交
流推進
課

国際交流推進事業費 24

13

多文化
共生・
国際交
流推進
課

外国人材受入拡大・定
着推進事業費

22

14

多文化
共生・
国際交
流推進
課

留学生受入拡大推進事
業費

24

15

多文化
共生・
国際交
流推進
課

国際協力活動推進事業
費

10

 (2) 外国人材の受入拡大・定着促進による地域活性化 （単位：百万円）

番号 担当課 事　業　名 新規

16

多文化
共生・
国際交
流推進
課

多文化共生社会推進事
業費

9

13
(再掲)

多文化
共生・
国際交
流推進
課

外国人材受入拡大・定
着推進事業費

22

令和８年度
当初要求額

事　業　概　要

・姉妹友好県州等との交流の推進

・県内就職を目指す外国人留学生への奨
　学金の支給
・留学ポータルサイトを通した、本県の
　魅力や留学生活、県内大学等に関する
　情報の国内外への発信
・産学官による留学生トータルサポート
　体制の推進

・「外国人材採用支援デスク」による企
　業への伴走型での採用支援及び外国人
　留学生を対象とした合同企業説明会や
　企業との交流会の開催
・モンゴル国からの留学生受入拡大に向
　けた現地教育機関と連携した取組みの
　推進
・日本語教育コーディネーターの設置
・日本語教室開催への支援

・海外山形県人会から推薦された若者を
　対象とした技術研修や日本語研修の実
　施

令和８年度
当初要求額

事　業　概　要

・地域において外国人住民が安心して暮
　らせる環境整備や地域住民との交流事
　業に対する支援
・多文化共生に対する理解を深める交流
　イベントの開催

・「外国人材採用支援デスク」による企
　業への伴走型での採用支援及び外国人
　留学生を対象とした合同企業説明会や
　企業との交流会の開催
・モンゴル国からの留学生受入拡大に向
　けた現地教育機関と連携した取組みの
　推進
・日本語教育コーディネーターの設置
・日本語教室開催への支援
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 (3) 多文化共生社会の実現に向けた環境整備及び機運の醸成 （単位：百万円）

番号 担当課 事　業　名 新規

16
(再掲)

多文化
共生・
国際交
流推進
課

多文化共生社会推進事
業費

9

13
(再掲)

多文化
共生・
国際交
流推進
課

外国人材受入拡大・定
着推進事業費

22

５　交通ネットワークの整備促進

 (1) 米沢トンネル（仮称）の早期実現及び鉄道沿線活性化 （単位：百万円）

番号 担当課 事　業　名 新規

17
総合交
通政策
課

フル規格新幹線整備推
進事業費

7

18
総合交
通政策
課

山形新幹線新トンネル
整備基金積立金

503

19
総合交
通政策
課

やまがた鉄道沿線活性
化プロジェクト推進事
業費

19

20
総合交
通政策
課

鉄道ネットワーク機能
強化事業費

2

・米沢トンネル（仮称）整備の早期事業
　化、奥羽・羽越新幹線の早期実現に向
　けた県民機運の醸成及び政府への要望
　活動等の展開

・米沢トンネル（仮称）の整備費用の負
　担に備えた基金積立金

・米沢トンネル（仮称）の早期実現や、
　県内の鉄道の維持・発展に向けた県内
　全域での鉄道沿線活性化と利用拡大に
　つながる取組みの推進

・県内鉄道の利便性向上に向けた、各種
　団体との連携によるＪＲ東日本や国土
　交通省に対する要望活動の推進

令和８年度
当初要求額

事　業　概　要

・地域において外国人住民が安心して暮
　らせる環境整備や地域住民との交流事
　業に対する支援
・多文化共生に対する理解を深める交流
　イベントの開催

・「外国人材採用支援デスク」による企
　業への伴走型での採用支援及び外国人
　留学生を対象とした合同企業説明会や
　企業との交流会の開催
・モンゴル国からの留学生受入拡大に向
　けた現地教育機関と連携した取組みの
　推進
・日本語教育コーディネーターの設置
・日本語教室開催への支援

令和８年度
当初要求額

事　業　概　要
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 (2) 航空ネットワークの維持・拡充 （単位：百万円）

番号 担当課 事　業　名 新規

21
総合交
通政策
課

航空ネットワーク拡充
事業費

109

 (3) 地域公共交通ネットワークの充実 （単位：百万円）

番号 担当課 事　業　名 新規

22
総合交
通政策
課

地域交通総合対策事業
費

220

23
総合交
通政策
課

市町村総合交付金（生
活交通確保対策事業）

94

６　「やまがた県民幸せＤＸビジョン」の推進

 (1) ビジョンに基づくＤＸ関連施策の推進 （単位：百万円）

番号 担当課 事　業　名 新規

24
ＤＸ推
進課

デジタル化推進事業費 15
○
一部

25
ＤＸ推
進課

電子県庁推進事業費 102

・デジタル専門人材を活用した市町村の
　ＤＸ推進に対する伴走支援【拡充】
・産学官金で組織されたコンソーシアム
　との連携による、県内各分野における
　デジタル化の普及啓発及び人材育成の
　実施

・県と35市町村の共同利用方式による電
　子申請システム及び施設予約システム
　の運用

令和８年度
当初要求額

事　業　概　要

令和８年度
当初要求額

事　業　概　要

・航空ネットワークの維持・拡充に向け
　た取組みの推進
・山形空港及び庄内空港の利用拡大のた
　めの取組みに対する支援
・庄内空港ビルの国内線と国際線の動線
　分離等のための機能強化に向けた取組
　みの推進

令和８年度
当初要求額

事　業　概　要

・県民の生活交通手段であるバス路線や
　車両の維持に係る事業者に対する支援
・持続可能な地域公共交通ネットワーク
　の構築に向けた取組みの推進

・路線バス又はデマンド交通を維持する
　市町村に対する支援
・生活交通の改善に向けた検討や実証運
　行等を行う市町村に対する支援（番号6

の内数）
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 (2) 県行政のデジタル基盤の活用促進 （単位：百万円）

番号 担当課 事　業　名 新規

26
ＤＸ推
進課

情報システム全体最適
化推進事業費

366

27
ＤＸ推
進課

山形県基幹高速通信
ネットワーク運営管理
事業費

1,366
○
一部

７　統計調査の分析や利活用の促進

 (1) 統計利用の拡大に向けた取組みの促進 （単位：百万円）

番号 担当課 事　業　名 新規

28
統計企
画課

経済動向分析等事業費 1

29
統計企
画課

統計調査事務費 4

令和８年度
当初要求額

事　業　概　要

・各種経済統計の作成及び分析
・県施策の企画立案に資するための各種
　研究会の開催等

・山形県統計大会の開催
・統計グラフコンクール、夏休み親子統
　計教室の実施等

令和８年度
当初要求額

事　業　概　要

・各業務で利用可能な共通台帳管理シス
　テムの運用保守
・大規模システムのサーバ等のインフラ
　を集約した統合基盤の運営管理
・専門人材によるシステム導入の適正化

・効率的な行政運営の基盤となる高速通
　信ネットワークの運営管理
・オフィスソフトやＷｅｂ会議ツール等
　の活用及びセキュリティ対策
・職員が使用するＰＣの調達・管理に関
　するあり方検討【新規】
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